
マイナンバー条例の改正に伴う住基ネット利用事務の追加について

（１）新たに本人確認情報を利用する事務について

都営住宅等の管理に関する13事務（対象：最大42万人）

利用開始予定日：令和９年１月１日

（２）条例改正理由及び施行日
行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27

号）第９条の法定事務に該当がなく（一部の住宅種別を除く。）、行政手続における特定の個人を
識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用並びに特定個人情報の利用及び
提供に関する条例（平成27年東京都条例第111号）別表においても定めがないため、マイナンバー
の取扱開始に伴い、本条例の改正が必要となる。
施行日：令和９年１月１日

令和８年８月２６日
総務局行政部

-1-

＜審議事項＞

Ｎｏ． 対象手続の名称 Ｎｏ．対象手続の名称

１ 減免申請書 ８ 都営住宅名義人及び名義人の配偶者一時転
出届・解除届

２ 住宅使用申込書 ９ 住宅使用者氏名変更届

３ 入居届 10 世帯員一時転出届・解除届

４ 住宅同居申請 11 住宅変更申請

５ 世帯員変更届 12 住宅交換申請

６ 住宅使用承継申請 13 駐車場減免申請書

７ 住宅長期不在届
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（３）同事務の概要

① 法定事務と条例事務の別

都営住宅等の管理に関する13事務について、住宅種別等によって住基法根拠の事務とマイナンバー
条例根拠の事務に分かれており、住基ネット部会では条例事務（黄色着色部）を審議対象とする。
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（３）同事務の概要

 ② 現在の状況

   現在、都営住宅等の入居に関する各種申請の際は、申請者に公的書類の写しの添付を求め、審査している。

 ③ 住基ネットを利用する目的
    マイナンバーの活用により、各自治体が有する税・生活保護等の情報を情報提供ネットワークシステムを通じて入手できる

ため、公的書類の添付が不要となる。
  しかし、各種手続を審査する際に住民票で確認している情報のうち、住所等の変更年月日、同一住所の住民情報、旧氏は、マ
イナンバーによる情報連携やマイナンバーカードから取得できる券面情報では把握できない。

      これらの情報を取得するためには、住基ネットの活用が必要となる。

【住基ネットで取得できる情報】※同事務においては下線部の情報を取得する

・４情報（氏名（旧氏含む）・生年月日・性別・住所）
・住民票コード、マイナンバー
・上記の変更情報（住所等の変更年月日の確認が可能）
※住基ネットで同一住所照会（同一住所の住民情報の確認）が可能
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（４）情報提供ネットワークシステムと住基ネットを活用した業務フロー

マイナンバー

管理システム
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都住システム

都

③照会用

ファイル作成

情報照会

ファイル

都

④情報照会（ＭＮ系）

情報照会

ファイル
連携サーバ等

各種申請・届出書類

（紙）

MN情報

照会結果IF

都 MN情報

照会結果

⑤情報照会結果取得

住基ネット

検索ファイル

住基ネット

住基ネット

検索ファイル

住基ネット

検索結果 マイナンバー

管理システム

⑥都住システムへの取り込み

住基ネット

検索結果

④情報検索

⑤検索結果取得

マイナンバー

管理システム

都住システム

急ぎの場合は即時提供
（紙出力）により対応

MN情報

照会結果
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マイナンバー（紙）都民・入居者

都民・入居者

事業者（データ変換）

①提出

②登録

都民・入居者 マイナンバー

（オンライン）

ぴったりサービス

（デジ庁運営）

公社（指定管理者）

納品 アップロード

アクセス アップロード

入力

都

都

取り込み

マイナンバー

提出

各種申請等

提出

一括提供

各種申請・届出書類

（オンライン）
都民・入居者

公社（指定管理者）

オンライン募集

システム等

反映

※収入報告書は事業者がデータ変換、入力



以下の理由から、入居者等の利便性向上や行政事務の効率化が図られる。

・マイナンバーの情報連携及び住基ネットの本人確認情報の取得を行うことで、申請者は都営
住宅入居に関する各種申請時に住民票等の添付書類の提出が不要となる。

・情報提供ネットワークシステム及び住基ネットから得た情報を都営住宅管理総合システムに
連携させることで、申請者側、審査者側共に各種申請手続き時の記載・入力項目が削減される。

（５）利用効果
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